
海外ビジネス拡大支援事業補助金（サポート等活用支援）交付要領 

 

（趣旨） 

第１条 海外ビジネス拡大支援事業補助金（サポート等活用支援）（以下、「補助金」という。）の交付に

ついては、福井県補助金等交付規則（昭和４６年福井県規則第２０号。以下「補助金規則」という。）

および産業労働部商業・市場開拓課所管補助金等交付要綱（以下「交付要綱」という。）の定めによ

るほか、この交付要領の定めるところによる。 

 

（定義） 

第２条 この要領における用語の定義は、次の各号に定めるところによる。 

(1) 「中小企業者」とは、中小企業基本法第２条第１項（昭和３８年法律第１５４号）に規定する中小

企業者とする。 

(2) 「小規模企業者」とは、中小企業基本法第２条第５項に規定する小規模企業者とする。 

(3) 「大企業」とは、中小企業基本法第２条第１項に規定する中小企業者に該当しない会社および

個人であって、事業を営む者をいう。 

(4) 「みなし大企業」とは、以下の者をいう。 

ア 発行済株式の総数又は出資価額の総額の２分の１以上を同一の大企業が所有している中

小企業者 

イ 発行済株式の総数又は出資価額の総額の３分の２以上を大企業が所有している中小企業

者 

ウ 大企業の役員又は職員を兼ねている者が、役員総数の２分の１以上を占めている中小企業

者 

(5) 「年度」とは、県の会計年度をいう。 

 

（補助事業者） 

第３条 補助金の交付の対象となる者（以下「補助事業者」という。）は、次の各号に掲げる要件をいず

れも満たす者とする。 

(1) 福井県内に本社または主たる事業所を有し、次のアからウまでのいずれかに該当する者であ

ること。 

ア 中小企業者および小規模企業者。ただし、みなし大企業は除く。 

イ 中小企業団体の組織に関する法律（昭和３２年法律第１８５号）第３条第１項に規定する中小

企業団体 

ウ イのほか、特別の法律により設立された組合およびその連合会であって、知事が補助事業

者として適当と認める者 

(2) １年以上の業歴を有する者であること。 

(3) 県税および地方消費税に滞納がある者でないこと。 

(4)  会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づく更生手続開始の申立ておよび民事再生法

（平成１１年法律第２２５号）に基づく再生手続開始の申立てがなされていない者であること。 

(5) 次のアからオまでのいずれにも該当しない者であること。 



ア 役員等（個人である場合にはその者を、法人である場合にはその役員またはその支店もしく

は常時契約を締結する事務所を代表する者をいう。以下同じ。）が暴力団員（暴力団員による

不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２条第６号に規定する暴力団員

をいう。以下同じ。）である者 

イ 暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第２条第２号に規定する暴力団

をいう。以下同じ。）または暴力団員が経営に実質的に関与している者 

ウ 役員等が自己、自社もしくは第三者の不正の利益を図る目的または第三者に損害を加える

目的をもって、暴力団または暴力団員の利用等をしている者 

エ 役員等が、暴力団もしくは暴力団員に対して資金等を供給し、または便宜を供与するなど直

接的もしくは積極的に暴力団の維持運営に協力し、または関与している者 

オ 役員等が暴力団または暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有している者 

(6) 政治資金規正法（昭和２３年法律第１９４号）第３条の規定による政治団体および宗教法人法

（昭和２６年法律第１２６号）第２条の規定による宗教団体でないこと。 

(7) 同一年度内に既に本補助金の交付の決定を受けている者でないこと。 

(8) 前年度に、本補助金の交付の決定を受けながら、補助事業を廃止した者でないこと。ただし、

自然災害等のやむを得ない事情により廃止した者を除く。 

(9) 前各号に定めるもののほか、知事が不適当と判断する者でないこと。 

 

（補助事業） 

第４条 補助金の交付の対象となる事業（以下「補助事業」という。）は、補助事業者が生産または販

売する製品等の海外販路開拓を目的として、海外ビジネスに関するノウハウを持つ人材等によるサ

ポートや、効果的な情報発信ツールおよび国際認証制度等を活用する取組みとする。 

２ 前項の規定にかかわらず、次の各号に掲げるものは対象外とする。 

(1) 公序良俗に反する事業および公的資金の交付の対象として適切でない事業 

(2) 前号のほか、知事が不適当と判断する事業 

 

（補助対象経費） 

第５条 補助金の交付の対象となる経費（以下「補助対象経費」という。）は、補助事業の実施に要する

経費であって、別表に定める経費とする。 

２ 前項にかかわらず、次の各号に掲げる経費は対象外とする。 

(1) 交付対象経費に係る消費税および地方消費税額 

(2) 補助金の交付決定の前に着手した業務にかかる経費 

(3) 補助金の交付決定の日の属する年度の２月末日までに支払いを完了しなかった経費 

(4) 本補助金以外の国、地方公共団体、独立行政法人その他これに類する公共的団体の補助金

等の対象となっている経費 

(5) 補助事業の実施に直接必要とは認められない経費および補助事業以外の事業の実施に要す

る経費と明確に区分できない経費 

(6) 前各号に定めるもののほか、知事が不適当と判断する経費 

 



（補助率および補助の限度額等） 

第６条 補助金の率は３分の１以内とし、補助金の額は１件あたり５０万円を上限とする。なお、千円未

満の端数は切り捨てとする。 

 

（交付の申請） 

第７条 補助金の交付の申請をしようとする者は、交付要綱第３条第１項の規定に基づき、補助金交

付申請書（以下「交付申請書」という。）を別に定める期日までに知事に提出しなければならない。 

２ 交付申請書には次の各号に定める書類を添付しなければならない。 

(1) 事業計画書 

(2) 収支予算書 

(3) ２か月以内に発行された県税に滞納がないことを証明事項とする納税証明書または県税の納

税状況の確認に関する同意書 

(4) ２か月以内に発行された地方消費税の納税証明書 

(5) 申請者およびその製品等の概要が記載された資料 

(6) 事業の概要が確認できる資料 

(７) 前各号に定めるもののほか、知事が必要と認める書類 

 

（交付の決定） 

第８条 知事は、前条の規定による交付の申請があったときは、補助金規則第５条の規定に基づき、

当該申請の内容を審査し、補助金を交付すべきものと認めたときは、補助金の交付の決定を行う。 

２ 知事は、前項の審査にあたって、申請者が第３条第１項第５号のアからオまでのいずれにも該当し

ない者であるかを県警察本部長に対して照会することができる。 

３ 知事は、補助金規則第６条の規定に基づき、補助金の交付の決定をする場合においては次条から

第１２条までに定める条件を附する。 

４ 知事は、補助金の交付の決定をしたときは、補助金規則第７条の規定に基づき申請者に通知する。 

 

（補助事業の変更） 

第９条 補助事業者は、補助事業の内容または経費の配分を変更しようとするときは、交付要綱第４

条の規定に基づきあらかじめ補助事業計画変更承認申請書（以下「変更承認申請書」という。）を

知事に提出し、その承認を受けなければならない。ただし、次の各号に定める軽微な変更について

はこの限りでない。 

(1) 補助対象経費の相互間２０パーセント以内の経費の配分の変更 

(2) 補助事業の効用を減じない内容の変更 

２ 変更承認申請書には次の各号に定める書類を添付しなければならない。 

(1) 変更事業計画書（様式は事業計画書に準ずる） 

(2) 変更収支予算書 

(3) 前各号に定めるもののほか、知事が必要と認める書類 

 

 



（補助事業の中止または廃止）  

第１０条 補助事業者は、補助事業を中止または廃止しようとするときは、あらかじめ補助事業中止

（廃止）承認申請書を知事に提出し、その承認を受けなければならない。 

 

（補助事業の遅延） 

第１１条 補助事業者は、補助事業が予定の期間内に完了しない場合または補助事業の遂行が困難と

なった場合においては、すみやかに知事に報告し、その指示を受けなければならない。 

 

（補助事業の経理） 

第１２条 補助事業者は、補助金収入および補助事業の支出を記載した帳簿ならびに証拠書類を補

助事業が完了した日の属する年度の翌年度から起算して５年間保存しなければならない。 

 

（状況報告） 

第１３条 補助事業者は、知事から交付要綱第５条の規定に基づく補助事業の遂行の状況報告の求

めがあったときは、すみやかに報告書を提出しなければならない。 

 

（実績報告） 

第１４条 補助事業者は、補助事業が完了したとき（補助事業の廃止の承認を受けたときを含む。）は、

交付要綱第６条第１項の規定に基づき、補助事業完了実績報告書（以下「完了実績報告書」という。）

を補助事業が完了した日から起算して１か月以内または補助事業に係る年度の３月１０日のいずれ

か早い日までに知事に提出しなければならない。 

２ 完了実績報告書には次の各号に定める書類を添付しなければならない。 

(1) 事業結果報告書 

(2) 収支決算書 

(3) 事業実施の実態が確認できる証拠書類 

(4) 補助事業の支出に係る証拠書類の写し 

(5) 前各号に定めるもののほか、知事が必要と認める書類 

 

（補助金の額の確定） 

第１５条 知事は、前条の規定による報告を受けたときは、補助金規則第１３条の規定に基づき当該報

告に係る補助事業の成果が補助金等の交付の決定の内容およびこれに附した条件に適合するも

のであるかどうかを調査し、適合すると認めたときは、交付すべき補助金の額を確定し、補助事業

者に通知する。 

 

（補助金の交付） 

第１６条 前条の規定により通知を受けた補助事業者は、補助金の交付を受けようとするときは、交付

要綱第７条の規定に基づき、補助金交付請求書を知事に提出しなければならない。 

２ 知事は、補助金の目的を達成するため特に必要があると認めるときは、補助金を概算払により交

付することができる。 



 

（補助事業の成果等の報告） 

第１７条 補助事業者は、補助事業が完了した後も、補助事業の完了した日の属する年度の翌年度か

ら起算して５年間、知事から補助事業の成果等についての発表報告等を求められたときは、これに

協力しなければならない。 

 

 

（その他） 

第１８条 この要領に定めるもののほか、本事業の実施に関し必要な事項は、知事が別に定める。 

 

附則 

この要領は、令和８年７月２１日から施行する。 

 



（別表） 

補助対象経費 

経費区分 科目 内          容 

海外展開サポート 

サービス・人材 

活用経費 

報酬 
海外展開計画の策定、貿易実務に関する指導・助言を依

頼した専門人材に支払う報酬 等 

旅費 
海外展開計画の策定、貿易実務に関する指導・助言を依

頼した専門人材に支払う国内旅費 等 

通訳・翻訳料 貿易実務に関する資料の翻訳に係る料金 等 

委託費 
海外展開計画の策定に関する調査・コンサルティング、貿

易実務の代行を委託する経費 等 

その他 
上記各科目のほか、知事が海外展開をサポートするサー

ビス・人材の活用に必要と認める経費 

海外市場に向けた情

報発信ツール 

活用経費 

報酬 
海外市場に向けた情報発信に関する指導・助言を依頼し

た専門人材に支払う報酬 

旅費 
海外市場に向けた情報発信に関する指導・助言を依頼し

た専門人材に支払う国内旅費 

通訳・翻訳料 

海外市場に向けた情報発信のためのパンフレット、WEB

ページ（ECサイトのページを含む）、動画の翻訳に係る料

金 等 

広告宣伝費 
海外市場に向けた情報発信のための広告媒体掲載に係る

経費 等 

委託費 

海外市場に向けた情報発信のためのパンフレット、WEB

ページ（ECサイトのページを含む）、動画の企画・作成・運

用を委託する経費 等 

使用料 
海外市場に向けた情報発信のためのWEBプラットフォー

ム活用に係る登録費用・使用料 等 

その他 
上記各科目のほか、知事が海外市場に向けた情報発信に

必要と認める経費 

国際認証等取得経

費 

報酬 
国際認証等の取得に関する指導・助言を依頼した専門人

材に支払う報酬 

旅費 
国際認証等の取得に関する指導・助言を依頼した専門人

材に支払う国内旅費 

手数料 国際認証等の取得のための申請・審査に係る手数料 等 

通訳・翻訳料 
国際認証等の取得に必要となる資料の翻訳に係る料金 

等 

委託費 
国際認証等の取得に関するコンサルティング、申請手続き

の代行を委託する経費 等 

その他 
上記各科目のほか、知事が国際認証等の取得に必要と認

める経費 

 


